様式１

令和８年度赤木名地区市営住宅集約建替事業におけるサウンディング調査
≪　調　査　票　≫

　本調査は、外金久C団地における住宅16戸の整備について、民間事業者の皆様の参画意向や、事業を実施するうえでの課題・必要条件を把握し、実施方針及び公募条件の検討に活用することを目的としています。記入欄は適宜調整して使用ください。未回答を理由に本調査への参加を妨げるものではありません。

	法人名・事業者名
	

	所在地
	〒

	担当者
	所属事業者名
部署・役職等
	

	
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	



	個別対話の実施希望について
※本建替事業全般について市との対話を希望する事業者との個別対話を予定しております。

	１．　希望する（　　対面　　・　　オンライン　　）　　　　　　　　　　　　　　　２.　希望しない　


↓ 対話を希望される方は、以下より可能な日程にすべて「〇」をご記入ください。
	10月20日（火）
	（　　　）9：00～10:30
	（　　　）11：00～12:30

	
	（　　　）13:30～15:00
	（　　　）15：30～17：00

	10月21日（水）
	（　　　）9：00～10:30
	（　　　）11：00～12:30

	
	（　　　）13:30～15:00
	（　　　）15：30～17：00

	（予備日）
10月23日（金）
	（　　　）9：00～10:30
	（　　　）11：00～12:30

	
	（　　　）13:30～15:00
	（　　　）15：30～17：00

	個別対話の参加者氏名
	

	
	

	
	


· 連絡担当者は、対話日時の連絡をとれる方1名としてください。
· [bookmark: _GoBack]会場の都合上、参加人数は３名までを原則とします。やむを得ず参加人数が３名を超える場合には、事前に市に報告を行い、承諾を得てください。

１．本事業への参画意向について
	Ｑ1-1　現時点で、本事業への参画をどのようにお考えですが。（1つに○）

	１．積極的に参画したい　　　２．条件が整えば参画したい　　　３．現時点では参画は難しい
４．その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	Ｑ1-2　Ｑ１-1で「２」または「３」選択した方にお尋ねします。その理由をお聞かせください。

	

	Ｑ1-3　参画を検討できる業務についてお選びください。（１つに〇）

	１．事業全体のとりまとめ・調整　　　２．調査　　　３．設計　　　４．建設　　　５．工事管理
６．解体　　　７．その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


２．PFI・BT方式及び事業体制について
	Q2-1　本事業では、設計・建設・工事監理・既存住宅の解体等を一括して実施し、完成後に市へ施設を引き渡すPFI・BT方式を想定しています。
この事業方式及び事業範囲について、ご意見をお聞かせください。一括して実施する利点・実施上の課題、市が別途実施した方がよい業務があれば、その理由とあわせてご記入ください。

	

	Ｑ2-2　参画する場合、どのような体制を想定しますか。

	１．単独企業としての参画　　　　　　　　　　２．代表企業として企業グループを組成
３．企業グループの構成員として参画　　　４．協力企業・下請企業として参画
５．現時点では未定　　　　　　　　　　　　　　６．その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	Ｑ2-3　連携が必要となる業種や、企業グループを組成するうえでの課題をご記入ください。現時点で具体的な企業名を記載する必要はありません。

	


３．基本計画及び住宅の整備条件について
	Ｑ3-1　外金久C団地に木造２階建て、16戸を整備する基本計画について、設計・施工上の課題や提案などありますか。

	

	Ｑ3-2　基本計画を踏まえつつ、民間事業者の工夫により、品質の確保や工期の短縮に繋げられる部分はありますか。

	

	Ｑ3-3　奄美の気候・立地条件を踏まえ、設計・施工に当たって特に配慮すべき事項はありますか。
　　　　災害や資材輸送、施工人員の確保など、想定される課題と対応策をご記入ください。

	


４．事業費及び支払条件について
	Ｑ4-1　本事業では、現時点において事業費を約５億５千万円と見込んでいます。基本計画に示す整備内容及び想定する事業範囲を踏まえ、本事業を実施するに当たっての事業費について、ご意見をお聞かせください。（一つに〇）

	１．概ね妥当と考える　　　　　　　　　　　　　　　　　２．条件を整理・見直すことで実現可能と考える
３．想定事業費では実施が難しいと考える　　　 　４．現時点では判断できない

	Ｑ4-2　事業費に大きく影響すると考えられる項目をご記入ください。
　　　　例：建築工事費、既存住宅の解体、地盤・造成、外構、資材輸送、労務費、物価変動等

	

	Ｑ4-3　事業費の適正化・縮減につながる工夫や、市から追加で提供してほしい情報があればご記入ください。

	

	Ｑ4-4　支払時期・方法について、参画しやすい条件があればご意見をお聞かせください。
　　　　例：完成・引き渡し時の一括支払、出来高支払、そのほか資金調達上配慮が必要な事項　等

	


５．事業スケジュールについて
	Ｑ5-1　実施方針案に記載の事業スケジュール案を前提として、本事業を円滑かく確実に実施するために必要と考えられる各工期の期間、留意事項等についてご意見をお聞かせください。
　　　　例：公募開始から参加表明、提案書提出までに必要な期間
　　　　　　契約後の調査・設計、各種申請、解体、建設、検査・引き渡しに必要な期間
　　　　　　市が事前に実施・整理しておくことで工期短縮につながる事項　等

	


６．公募条件及び余剰地活用について
	Ｑ6-1　公募型プロポーザルへの参加資格について、参画の障害となり得る条件や、配慮を希望する事項はありますか。

	

	Q6-2　建替に伴い発生する余剰地について、地域の利便性向上や地域活性化等につながる可能性を検討しています。現時点では、余剰地活用を本事業への参画の必須条件とすることは想定していませんが、余剰地活用について関心がございますか。（一つに〇）

	１．活用を検討できる　　　　　　　　　　　　　　　　　２．条件が整えば検討できる
３．関心はあるが、現時点では判断できない　　　４．活用は難しい

	Q6-3　Q6-2で「１」～「３」を選択された方にお尋ねします。余剰地活用を事業化するために必要な条件や想定される用途・事業内容についてお聞かせください。

	


７．その他
	Ｑ７　その他、事業を円滑に進めるためのご提案や、個別対話で確認したい事項がありましたら、ご記入ください。

	


調査票は以上です。ご協力いただき、誠にありがとうございました。
